派遣労働に対してどう立ち向かうか～若者の使い捨てを許すな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　吹田市　　松代愛三（大阪大学名誉教授）
１）非正規雇用の増大の原因と経過
非正規雇用が増大した根本的な原因を考える場合に、国際的には、我邦をとりまく世界の歴史を抜きには考えられないと私は思います。前世紀の20世紀は帝国主義戦争の時代でしたが、その結果として、アジアでは植民地解放と民族の独立が進みました。中国・韓国・ベトナム・インドなどで、低賃金で生産された安い商品が大量に我邦に輸入されるようになりました。21世紀に入って拍車がかかっています。
このような情勢にたいして、日本の大企業は一方では、前世紀の20世紀の終わりまでに、日本の労働者の賃金を低賃金に押さえ込み、労働運動を根こそぎにすることにほぼ成功しました。日本の労働組合の中で当時、戦闘的といわれた国労・日教組・金属などに対しては、例えば国労をつぶす為に国鉄の分割民営化・ＪＲへの移行が行われるなど、大がかりで、手段をえらばない方法がとられたことはまだ記憶に新しいところです。
日本の大企業が国際競争力の確保を口実にとったもう一つの雇用戦略は、正社員を減らして、派遣や請負、期間社員などの非正規雇用を増大させることでした。共産党以外の凡ての政党が賛成して、労働者派遣法が86年に導入され、95年には「新時代の日本的経営」〓「日経連の戦略」として打ち出され、99年の派遣労働の原則自由化を契機に、今世紀に入って一気に広がり始めました。05年から06年にかけて、トヨタ系列の光洋シーリングテクノ（徳島）、松下プラズマディスプレイで偽装請負が告発され、その後、日亜化学（徳島）、キヤノン（宇都宮・滋賀長浜）、トヨタ車体（愛知刈谷）などで驚くべき違法行為が行なわれていたことが明らかにされています。いま全国的には、派遣労働者は321万人、派遣を含む非正規労働者は1,890万人で、全労働者の35.5％を占めるといわれています。
２）派遣労働の本質
キヤノンやトヨタなど日本を代表する大企業が労働者を使い捨てにする一方で、違法行為によって派遣労働を永久に続けようとしている実態については、日本共産党の志位和夫委員長が今年2月8日の国会質問と10月8日の衆院予算委員会で生々しく告発しました。しかし、この告発も、上述した日本全国でいま拡がっている派遣労働の規模からみると、九牛の一毛の感があります。‘派遣労働の問題’は日本の労働者階級が解決しなければならない課題であり、日本共産党の国会での追及と結んで、労働者を先頭とする国民的大運動に盛り上げていかなければなりません。それ無しには、国会での志位委員長の追及がいかに激しくとも、福田前総理や麻生現総理の良心に期待することは到底できません。
‘派遣労働’はこのように極めて重要な問題なので、次に、その本質についての私の見解を述べたいと思います。『派遣労働の本質は労働対資本の間に’‘派遣会社’なるものを介在させ、働く者の敵は誰かを曖昧にさせる、大企業が新たに編み出した巧妙な搾取の形態』だと思います。それは若者を使い捨てにする、嘗て存在しなかった雇用形態です。違法行為を重ねてきたグッドウイルのような派遣会社は既に破綻しました。しかし、日本の若者の間に定着したメール多用の時代を反映してか、「不安定な登録型派遣会社」が湧く雲のようにはびこる現状には目を見張るものがあります。
３）派遣労働に対するたたかい

このような派遣労働に対して、現在どのようなたたかいが組まれているのでしょうか？上述のように国会での志位委員長の数度に亘る追及は特筆すべきものです。しかし国会外では全国的に見ても、上述の日亜化学やキヤノン宇都宮光学での労働者による偽装請負の告発など、貴重だが残念ながら散発的です。
労働者は自らの生活を守るために、労働組合という階級組織を作ってたたかいます。しかし派遣労働に対するたたかいの困難な点は、上述のように‘派遣会社’を介在させているために労働契約なども曖昧で、偽装請負などの不当性を告発した労働者が狙い撃ちに雇い止めされる、つまり紙くずのように使い捨てにされることです。現在、派遣労働者の生活と労働条件を守るために、全労連・首都圏青年ユニオン・派遣ユニオンなどの組織が出来て、全力で活動しています。しかし、派遣労働者を組織する組合は上述の理由からその定着性・恒常性を維持することが極めて困難です。丁度賽の河原で石を積むのに似ています。
４）派遣労働に対してどう立ち向かうかを模索する
ａ）志位さんとの意見交換

派遣労働に対してどう立ち向かうか――それは丁度賽の河原で石を積むように極めて困難な事業だと思います。私自身ずっと考え続けていますがそれ程よい知恵は未だに浮びません。それで２、３の人に尋ねてみたりしました。もう2年近くまえ、丁度去年の初めの頃ですが、フランスで新雇用策をめぐって大規模なストとデモがあり、そのような国際的な経験を聞くことは参考になるのではないかと思って日本共産党の志位和夫委員長に以下のような質問をしてみました：
『――前略――このような国内の現状を打開する「政策と計画」を自らつくる努力をすることが一番大切であることは云うまでもありません。しかし、同時に国際的な経験の蓄積や情報の活用にも力を注ぐべきではないでしょうか。
例えば、フランスで今年の2月から4月初めにかけて、新雇用策〓「初採用契約」（以下「この法律」と略記）の撤回を求めて労組・学生団体が行なった何百万人というストとデモの成功。その元気なエネルギーを貰いたい。と、――後略――』
志位さんは非常に御多忙な日々にもかかわらず、自分でワープロを打って以下のような返事をくれました：
『「質問状」を受け取りました。大変ありがとうございます。

国際的な経験の蓄積や情報の活用にも力を注ぐべきだとのご指摘は、大変に重要な点であり、そのとおりだと考えています。

フランスの「この法律」をめぐる問題は、政府の新自由主義的な政策に反対する国民的なたたかいがおさめた勝利として、私たちも大きく注目し、赤旗記者も積極的に取材をおこない報じてきたところです。

欧州諸国はむろんのこと、いま世界では、中南米地域や、アジア、中東・アフリカなど発展途上の国での貴重な変化、激動が生まれています。国際的な理論や経験の交流、情報の交換にも大いに努力するつもりです。

日本共産党へのご理解と励ましにあらためてお礼申し上げます。』
ｂ）フランスでの見聞から
私は約40年前にフランスに留学し、パリに2年近く家族と移り住んだこともあり、かの地に大変親しみを持っているので、志位さんのこの返事にも触発されて、またもう一度パリを訪ねて、「この法律」に対するフランス国民のたたかいの経験などを直接見聞したいと思い立ちました。それで早速、志位さんの返事に従い、共産党中央委員会に電話して、パリ駐在の赤旗記者・欧州総局長の浅田信幸さんのメールアドレスを教えてもらいました。去年の夏の或る日、浅田さんとはパリのホテルで落ち合って、夕食を共にしながら、親しくお話を伺う機会を得ました。浅田さん以外の人々のも含めて、得た見聞をまとめると次のようになります：
最初から「この法律」に反対を表明したのは、フランス労働総同盟など２，３の労組だけでした。しかし、矢張りこれから就職する若者のわが身に降りかかる問題であることから、労組や青年労働者ばかりでなく、大学や高校の学生たちが何度も学生大会を開いて熱心に議論を繰り返し、「この法律」への怒りの声が広がり始めました。こうした雰囲気の中で、政治的立場や考え方が違う労組や若者たちが一緒になって街頭で訴えるようになり、やがて保守政権を支持する父親たちも自分の子供達の将来に不安を感じて、遂に「若者の使い捨てを許すな」という一点でみんな団結して立ち上がったわけです。その結果、フランス政府の「この法律」に反対する労組・学生団体のたたかいが何百万人を巻き込む国民的な規模に発展して、その計画を撤回させ、勝利しました。
フランス人と日本人とでは気性も違うし、文化や習慣も異なる上に、昨年春のフランスでの「この法律」に対するたたかいが日本での派遣労働に対するたたかいと同様に扱うことが出来ないのは云うまでもありません。しかし、世界的に経済のグローバル化が進み、特に若年層に貧困と格差が急速に拡がりをみせている点に共通するものがあり、志位さんも御指摘の通り、大変参考にはなると思います。

派遣労働に対してどう立ち向かうかは極めて困難な事業です。しかし、国際的にも国内的にもこれから攻勢を強めなければなりません。「若者の使い捨てを許すのか」、「大企業や派遣会社の不法行為を告発した労働者が狙い撃ちに雇い止めされることを、労働者の力を結集してどう跳ね返すのか」が問われる大切な時代を迎えることになります。
